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■要約
本研究は，５０年を超えて企業が持続的に発展するための源泉（持続的発展能力）
を探ることを目的にしている。本稿では，一昨年に実施したヒアリング調査に対す
る議論に加え，これまでの我々の調査全体を通じて得られた知見を３つのポイント
に整理している。すなわち，それは，経営理念／ビジョン，大胆な戦略展開／転換，
ケイパビリティ／ダイナミックケイパビリティの３つである。
■Key Words
corporate capabilities for sustainability, strategic change, management philoso-
phy，core competence，dynamic capability
■Abstract
We intended the search of corporate capabilities for their own sustainability.
While we have problems for social sustainability, we have problems for corporate
sustainability, too. What do corporations need for corporate sustainability? In this
paper, we discuss this problem through an interview research, and we try to mar-
shal the findings of our research over the past three years. As the result, we stress
that corporate sustainability is maintained by three abilities（capabilities）―man-
agement philosophy, strategic change, and core competence/dynamic capabilities.
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１ はじめに
地球ないし社会のサステナビリティにおける企
業の役割あるいは責任が議論されて久しい。
それと同時に，企業のサステナビリティ，すな
わち企業そのものの持続的発展力に関する議論も
また，現在，その重要性を増している（Collins
& Porras, 1994; Geus, 1997; 野中監修，リクルー
トマネジメントソリューションズ組織行動研究
所，２０１０など）。２０１１年の『中小企業白書』によ
れば，創業後１０年で全体の約３割の企業が，２０
年後には約５割が淘汰されている（中小企業庁，
２０１１, p.１８７）。また，『日経ビジネス』２０１３年１１
月４日号によれば，企業にとって旬な時期（同誌
では「寿命」と呼称されている）は，１９８３年の
調査では平均３０年だったのが，２０１３年の調査で
は平均１８年にまで短縮されているという。また，
いわゆる老舗企業の倒産も近年増加傾向にあるよ
うである（帝国データバンク，２００４）。実際，失
われた１０年であるとか２０年であるとか言われる
この数十年，これまで日本を支えて来た企業が極
めて困難な状況に直面しているというニュースも
後を絶たない。このように，企業の持続的発展が
困難な時代の中で，いかにしたらそれを維持する
ことが出来るのだろうか。本稿は，以上のような
問題意識の下，２０１０年度から２０１２年度にかけて
の３年間に渡り行われた研究プロジェクト「企業
の持続的発展能力の探求」の一端（３年目の最後
の成果）である。本プロジェクトでは，先行研究
のレビューに加え，本稿で以下に示すケースを含
め，５０年以上持続的に発展を続ける全部で１２の
企業へのヒアリング調査（半構造化インタ
ビュー）を実施してきた。前稿までにおいて，企
業の持続的発展を支えるいくつかの要素（経営理
念／ビジョン，戦略展開／転換，ケイパビリティ／
ダイナミックケイパビリティとそれを磨く組織の
学習力）の存在を明らかにして来た。本稿では，
最後のケースを取り上げるとともに，それを踏ま
え，これまでの調査から得られた知見をあらため
て整理し，さらなる研究の可能性へと結びつけて
行くことにしたい。
２ 石屋製菓とその持続的発展能力
【会社概要】
社 名：石屋製菓株式会社
本 社 所 在 地：札幌市西区宮の沢２条２丁目
１０番３０号
創 業：１９４７（昭和２２）年
会 社 設 立：１９５９（昭和３４）年
従 業 員 数：３９０名・グループ合計６０６名
（２０１２年８月現在・派遣社員を
除く）
事 業 内 容：菓子製造業
代表取締役社長：島田俊平氏
資 本 金：３,１００万円
関 連 会 社：石屋商事株式会社
（ISHIYA商品の販売，白い恋人
パークの運営・管理）
売 上 高：９１億７００万円（２０１２年４月期
※連結ベース）
インタビュイー：石屋製菓株式会社執行役員経営
管理部長法務コンプライアンス
室長広報室長久保勝史氏
インタビュアー：加藤茂夫，今井雅和，間嶋崇，
福原康司 ※訪問日２０１２．０９．１３
２．１．石屋製菓の沿革
石屋製菓は創業６５年を超える老舗企業だが，
その歴史は，１）駄菓子メーカーとして創業し，
クッキーやバター飴など様々な菓子を製造・販売
していた黎明期（１９４７―１９７５年），２）「白い恋人」
が発売されてから同社が飛躍的に規模の拡大をし
た成長・発展期（１９７６―２００７年），そして３）賞味
期限改ざんという不祥事に直面しながらも極めて
短期間で V字回復し，同社の様々な社内インフ
ラが整備されるようになった変革・成熟期（２００８
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年以降），という３つの段階に大別できる。本研
究では，上記の３つの段階の中でも，とりわけ成
長・発展期にあたる第２段階と，変革・成熟期に
該当する第３段階に焦点を当てて，同社の軌跡を
トレースしてみよう。
２．２．飛躍的な成長・発展期（１９７６―２００７年）の戦
略展開
先述したように，石屋製菓は戦後間もない
１９４７年に駄菓子メーカーとして創業する。駄菓
子は様々なラインナップが存在し，また製造技術
がそれほど難しくないことから，競合他社の数も
多い。地方の中小零細企業としてスタートした石
屋製菓もまた，そうした競争的な経営環境の中で
厳しい経営を強いられる存在だった。
同社が飛躍的な成長を遂げたきっかけは，今か
ら約３５年前の１９７６年１１月に発売され，今もな
お北海道土産の代名詞の１つとして高い認知度を
誇る「白い恋人」の爆発的なヒットにある。当時，
オイルショックの前後からブームになりつつあっ
たホワイトチョコレートという市場に同社が参入
しようする過程で，「白い恋人」は生まれた。日
本でのホワイトチョコレートの生みの親は，同じ
く北海道を代表する老舗菓子メーカーの六花亭
（当時の社名は帯広千秋庵）である。同市場は，
六花亭の成功を契機に明治製菓など全国メーカー
も参入し，最も多い時期では３０社前後がひしめ
く極めて競争的な市場へと成長した。熾烈な競争
を強いられる市場に，零細企業かつ後発参入とい
う不利な立場で乗り込もうとしていた石屋製菓に
とって，いかに競合他社と差別化をはかるかが戦
略の鍵を握っていた。そこで，ホワイトチョコ
レートをあえてクッキーで挟み込むことで意外性
を演出し，最高級な材料とクールな商標を厳選す
ることで差別化をはかり，「白い恋人」は満を持
して同社から世に送り出された。こうしたプレミ
アム感の高い製品コンセプトは，結果として女性
客の心をつかむこととなる。
石屋製菓の狙い通り，「白い恋人」は発売され
た翌１９７７年９月には，同社の売上高は１億７２００
万円と前年同月比で約２倍に，その後わずか５年
間で売上高は２５倍にも膨れあがるドル箱となっ
ていった。この間，同社はそれまで多角化してい
た製品ラインを一気に集約し，稼ぎ頭の「白い恋
人」に経営資源の選択と集中を行っている（Por-
ter, 1980）。正確には，我々のインタビュー調査
からは，中小企業という脆弱な経営資源故に，選
択と集中を行
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，という表現が
適切である。つまり，「白い恋人」の増産体制に，
生産設備や販売人員の経営資源が追いつかず，そ
れ故に他の製品ラインアップを縮小して，「白い
恋人」にすべての経営資源を投入せざるを得な
図表１ 石屋製菓株式会社の総売上高の時系列推移
出所：石屋製菓より提供して頂いた資料より筆者が作成。
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かったというのである。しかし，この経営判断は，
結果として同社の競争優位を獲得する礎となった。
図表１に示されている総売上高の時系列推移を見
ても明らかなように，発売されてから３０年もの
間着実に「白い恋人」ともに同社もまた成長して
いることが分かる。
こうした持続的競争優位は，「白い恋人」とい
うプロダクトだけなく，プレイスやプロモーショ
ンなど，マーケティング・ミックスを巧みに利用
するマーケティング戦略によっても担保されてい
る（Kotler, 1980）。具体的には，地元北海道とい
うよりもむしろ，道外の観光客，その中でもとり
わけ若い女性をターゲットとして主軸に据えてい
る。また，この明確なマーケット・セグメンテー
ションにより，付加価値の高い材料を使用した製
品づくりが行われ，販売店は北海道に限定し（一
部は羽田空港などの道外に存在するが），販売
チャネルを限定することでブランド価値を高める
戦略が採用されている。
一方，「白い恋人」のブランド価値をいっそう
高めるために，組織体制の改革にも着手してきた。
例えば，１９９５年には「チョコレート・ファクト
リー（現白い恋人パーク）」を工場に併設して，
消費者のブランド・ロイヤリティを喚起する様々
な仕掛けが同施設に施されている。それは，「白
い恋人」の製造工程を一般公開して同製品をより
深く知ってもらうことから始まり，チョコレート
に関する周辺的資料館，お菓子作りの体験工房，
あるいはチョコレートラウンジと呼ばれるカフェ
で様々なスイーツが味わえる場を提供することで，
リピーターを増やす試みがなされている。加えて
２００３年には，石屋製菓の製品を製造・販売する
部門を石屋商事株式会社として独立法人化し，明
確な分業体制を敷いた。そして，こうした製品と
組織自体を急速に発展させた立役者が，創業者石
水幸安の長男，石水勲氏である。同氏は，大学卒
業後すぐに実家の石屋製菓に入社し，独自のマー
ケティング哲学により「白い恋人」を爆発的ヒッ
トに導き，若くして同社を一躍全国区の会社に押
し上げる辣腕ぶりを発揮した。また，地域の活性
化にも献身的で，Ｊリーグコンサドーレ札幌の設
立に深く関与し，札幌商工会議所副会頭や札幌観
光協会副会長などを歴任する。このように，同氏
は自社の成長・発展にだけ邁進するのではなく，
まさに時代の寵児として，札幌の地域経済の活性
化にも尽力したのである。
２．３．不祥事を契機とした変革・成熟期（２００８年―）
における取り組み
「白い恋人」と共に石屋製菓は躍進を遂げるが，
組織は量的な拡大を急ぐと，時に質的な成長が伴
わないまま何らかの歪みが生まれる場合が少なく
ない。同社の歪みは，２００７年８月に賞味期限改
ざん事件という形で立ち現れる。
不祥事の概略は次の通りである。すなわち，同
年に発売した「白い恋人」３０周年記念キャン
ペーンの限定商品が大量に売れ残ったため，限定
商品用の包装紙から通常包装紙に包み直し，本来
製造日から４ヶ月と定めていた同社規定の賞味期
限を１―２ヶ月延長して再び販売したのである。過
剰供給が行われてしまった背景には，他社が一般
的に設定している賞味期限よりも短く設定するこ
とで購買意欲を喚起する一方，店頭での品切れに
よって来店した顧客に対しては万が一でも機会損
失を与えてはならないという意識が強く働き，需
要予測を度外視して供給が続けられたことが一因
であった。石屋製菓のプレミア戦略の徹底がか
えって不祥事を招いたと言える。
加えて，同年６月にはアイスクリームから大腸
菌群，７月にはバウムクーヘンから黄色ブドウ球
菌が，それぞれ自主検査を実施した際に検出され
たにもかかわらず，保健所への報告や公表を怠っ
ていたことが発覚する。これらの不祥事はいずれ
も石屋製菓社員による内部告発によって明るみに
なり，８月１４日に同社から公に発表された。公
表してわずか３日後の１７日には創業者一族の石
水勲元社長は引責辞任を発表し，２３日付でメイ
ンバンクの北洋銀行から現社長の島田俊平氏が就
任する。札幌市や北海道庁の立ち入り検査が入り，
行政処分を受けて約１００日間営業停止を余儀なく
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された。その後，同年１１月２２日に販売活動を再
開する。
同社の歪みは上述したように，組織の急激な規
模の拡大に伴い，それに対応し得るだけの様々な
システム整備が追いつかなかったことが種々のメ
ディアで指摘されている（例えば『日経情報スト
ラテジー』2008, July, pp.131―145;『日経情報スト
ラテジー』2010, March, pp.66―71）。具体的な原
因としては，組織図に製造部門（工場）の部長職
やいくつかの課長職が空席だったことからも明ら
かなように，指揮・命令系統が不明瞭であった。
また，マニュアルが未整備で担当者による属人的
な品質管理が行われ，ヒューマン・エラーが生じ
やすい状況だったことがあげられる。さらに，人
的資源管理も場当たり的に行われており，評価に
不公平感が募り，過剰な残業時間などの労働環境
の悪化が従業員のモチベーションを低下させてい
た。実際，こうした従業員の鬱積したフラスト
レーションが不祥事の内部告発に至らしめたと指
摘されている。
このように，一代で「白い恋人」ブランドを築
き上げた石水勲氏のワンマン経営の逆機能によっ
て，石屋製菓はあらゆる業務手続きにおいて成り
行き管理が横行していたと言える。そして，こう
した組織病理にメスを入れたのが，不祥事発覚後
に代表取締役に就任した島田氏である。
変革推進の過程は，次の通りである。第一段階
として，１００日もの営業停止期間を逆手にとり，
時間的スラックを社内コミュニケーション促進の
ために徹底して活用した。島田氏は毎週のように
同社の現状や変革の進捗状況の説明会を開催し，
変革に直面して警戒心を強める従業員達に説明義
務を果たすことで，彼・彼女らの緊張感を和らげ
るよう努めた。また，昼食会や飲み会など様々な
非公式の場で従業員達と対話し，不祥事の問題の
所在究明に奔走した。こうしたコミュニケーショ
ンを促す非公式な場は，社長と従業員だけでなく，
従業員同士にも積極的に設けていった。並行して
変革プロジェクトにあっては，その初期に創業者
一族で支配されていた役員をほぼ全員解任し，外
部の人材を積極登用した。製造部門の主要な責任
者を取引先だった森永製菓やホテル業界から抜擢
すると同時に，厳しい評価を通過した生え抜き社
員も主要役職に就けることで，古参従業員のモ
ラールも維持するよう配慮した。
第二段階として業務が再開する頃には，制服の
クリーニングや社員食堂の改修・再開などを行い，
従業員の福利厚生の向上をはかった。また，製造
部門と独立した品質管理部を，顧客のクレームや
リクエストに対応するサービス室をそれぞれ設置
し，顧客満足度を高めるために組織デザインの刷
新をはかった。さらに，２００９年９月にはコンプ
ライアンス準備委員会を立ち上げ，顧客のニーズ
を徹底して調査し，その情報を外部に発信するよ
うにした。企業外部への情報発信は，自社の変革
過程について顧客への説明責任だけでなく，従業
員への意識づけを促すことを企図して行われてい
る。そして，コンプライアンス意識を高める研修
プログラムを整備し，現在も継続的に実施してい
る。なお，この研修プログラムは，係長・主任クラ
スを HACCP（Hazard Analysis and Critical Con-
trol Point）などの外部講習会に参加させ，そこ
で学んだ知見を社内の他の従業員にフィードバッ
クさせるようにした。かくて，コンプライアンス
教育を徹底することで，従業員に過去の不祥事を
風化させないような意識づけが絶えずなされてい
る。
上記のような組織変革を行い，図表２に示され
ているように，極めて短期間に V字回復させ，
かつ高収益体質の会社へと変貌させている点は特
筆すべきであろう。２００９年３月には，札幌市か
ら「食品衛生管理制度」の認定を受け，品質管理
についての外部評価を受けるに至っている。
第三段階としての現在は，不祥事再発を未然に
防ぐため内部通報制度を導入し，制度導入から５
年が経過しているが，計１７件の通報があり，そ
の多くは職場の人間関係のトラブルに関する苦情
であることが我々のインタビュー調査で示された。
１件だけ社内規定で指定された賞味期限（実際の
賞味期限よりもかなり余裕をみて設定されてい
Senshu Management Journal Vol.４ No.１
Case Studies on Corporate Capabilities for Sustainability 33
売上高純利益率
売上高
当期純利益
（百万円） （％）
-2000
-1000
0
1000
2000
3000
4000
5000
6000
7000
8000
2006 2007 2008 2009 2010
-25
-20
-15
-10
-5
0
5
10
15
20
る）を越えた材料が使われてしまったことがあり，
発覚後に謝罪と経過報告の開示を公表している。
隠蔽しない文化がここにきてようやく根づいてき
たことを伺わせる実績だと言えよう。また，不祥
事のような組織のネガティブな改善勧告だけでな
く，改善提案制度を設け，様々な業務効率化に向
けた生産的な改善案を提案してもらい，従業員達
に共有している。同制度は審査会議を経て入賞す
ると，最高額５万円もの報奨金が提案者に付与さ
れる。従業員による改善提案制度の利用頻度は
年々増加しており，正負の両側面から組織学習が
促される仕組みを同社は取り入れている。
２．４．石屋製菓の持続的発展・競争優位の源泉
長期に渡って成長・発展を遂げている石屋製菓
の持続的競争優位の源泉は，第一に「白い恋人」
のブランド戦略，第二にそうした戦略を従業員達
に体現させるための経営理念の浸透，そして第三
に組織の成長過程に適合した二人の経営者の役割
分化を指摘することができる。個別に見ていこう。
２．４．１．ブランド戦略
石屋製菓の持続的競争優位の源泉として第一義
的にあげられるのが，ブランド戦略であろう。先
述したように，こだわった材料によって上質で飽
きの来ない製品を作り上げていることもさること
ながら，マーケティング戦略によって製品のブラ
ンド価値をいっそう高めている点が特筆できよう。
とりわけ，北海道在住以外の消費者を囲い込むた
めに，逆説的に北海道でしか販売しない閉鎖的
チャネル政策をとることが，製品のプレミアム感
を醸しだし，お土産アイテムとして強く認知され
るに至っている。
実際，不祥事発覚後の２００７年に『日経デザイ
ン』が実施したアンケート調査（実施期間２００７
年１１～１２月，有効回答数４００名（男性２００女性
２００），２０～５０代の男女５０名ずつをサンプルに
行っている）によれば，図表３にあるように「購
入意欲」に関しては，不祥事の前後で「ぜひ購入
して食べてみたい」と「購入して食べてみたい」
の割合はおよそ半減しているが，不祥事後に「ど
ちらとも言えない」と回答している割合が３４.７％
もある。このことから，強固なブランド力を保持
している「白い恋人」にあって，同製品に対する
消費者のブランド意識はそれほど低下してないこ
とが推察される。もちろん，同不祥事は，実際か
図表２ 不祥事前後の石屋製菓の業績推移
出所：『会社四季報』未上場版２００７―２０１０年から筆者が作成。
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全く購入して食べてみたくない
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20.8 46.9 5.8 224.5
10 25.8 17.5 1234.7
Q不祥事ニュースを知る前，「白い恋人」を機会があったら購入して食べたいと思っていましたか？
Q不祥事ニュースを知った後，それでも「白い恋人」を購入して食べたいと思いますか？
なり余裕を持って設定されていた製品の賞味期限
を食品衛生上問題のない範囲で期限を延長しただ
けで，食中毒などの甚大な被害を与えなかったか
ら，という要因も付記しておく。
２．４．２．石屋イズムの浸透
石屋製菓の経営理念は，「北の国の真心で心を
結びます」とされている。この経営理念は，１）
「私たちは安心と安全を第一とし，一つ一つ真心
をこめて北海道のお菓子を創ります」，２）「お客
様に美味しさと喜びを提供し，人と人の心を結ぶ
役割を担います」，３）「何事にも正直・誠実に取
組み，お客様から信頼されるお菓子メーカーにな
ることを誓います」，という３つの具体的な項目
にブレークダウンされている。そして更に，同経
営理念の下，次の５つの行動規範が示されている。
すなわち，１）「良い製品は安全と安心の心から生
まれる」，２）「法令を遵守する」，３）「決められた
こと・約束は必ず守る」，４）「人の心を大切にす
る」，そして５）「自由に意見の言える明るい職場
を作る」，である。これらの経営理念と行動規範
を明記し，かつ社是「朗らかに規律正しく親切
に」を反対面に記したカードを従業員全員に持た
せることで，石屋製菓の行動準則を埋め込もうと
試みている。
これらの石屋イズムを謳った文言から，従業員
にどのような価値・規範を埋め込みたいと意図し
ているか，いくつかの示唆が導き出せよう。第一
に，「法令を遵守する」や「決められたこと・約
束は必ず守る」はもちろん，「規律正しく」や
「安心と安全」なるフレーズが繰り返し使用され，
不祥事を未然に防ぐ行動規範が徹底して込められ
ている。また，「正直・誠実に取組み」や「自由
に意見を言える」などのフレーズは，仮に不正や
不義が起きた状況にあっても，それを看過するこ
となく是正する道徳心を内面化することを従業員
一人ひとりに求めている。これらの文言は，過去
の苦い経験を自戒し，不祥事を起こさせない組織
文化の構築に寄与しているものと思われる。加え
て，「心を結ぶ」と言うフレーズが繰り返し使用
されていることから，同社の地域社会への貢献や
奉仕というイデオロギーが込められている。先述
した前社長石水氏による地域経済の活性化という
志が脈々と受け継がれているのである。
図表３ 不祥事発覚前後における「白い恋人」の購入意欲に関する調査
出所：『日経デザイン』2008, January, p.109。
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２．４．３．組織の成長段階に適合した２人の経営者
の存在
組織が飛躍的に成長・発展するためには，当該
組織を牽引する革新的な製品・サービス，あるい
は効率的な業務手続きが不可欠である。いわゆる
プロダクトおよびプロセスに関するイノベーショ
ンである。そして，こうした両イノベーションを
創造する担い手として，カリスマ性をまとった企
業家の存在がしばしば指摘される。石屋製菓の場
合，「白い恋人」というプロダクト・イノベー
ションが同社飛躍の起爆剤になったが，その原動
力となったカリスマ的リーダーは，前社長の石水
氏であったことは紛れもない事実である。不祥事
発覚後にメディアは，こぞって創業家一族による
同族経営や石水勲前社長のワンマン体質を批判し
た。確かにそうした企業風土が様々な不祥事をも
たらしてきている事例は枚挙に暇がない。しかし，
創業家一族の経営に対する責任感は，雇われ経営
者にはない迫力や長期的視野に基づく高収益体質
をもたらすことも指摘されている（三品，２００４）。
実際，先述したように，不祥事が公表されてから
わずか３日で石水前社長が引責辞任している引き
際の良さは，愛社精神と社員を路頭に彷徨わせて
いけない責任感から生まれた英断だと推察される。
また，我々が同社を訪問した際，隣接する「白い
恋人パーク」を見学した時に案内してくれた同社
従業員が，「経営の効率性や費用削減を優先する
経営者からは，このような夢のあるパークを築こ
うという発想は生まれない」と語っていたことは
非常に興味深い。こうした言説は，所与の目的を
効率的に達成しようとするマネジャータイプでは
なく，目的を創造し，周囲を鼓舞させることに主
たる関心を持つリーダータイプに当てはまるもの
だ（Kotter, 1996）。
一方，不祥事後に石水氏に代わってメインバン
クから改革の旗手として社長職に就いた島田氏は，
北洋銀行時代に融資畑を歩み，事業再生の経験も
豊富な人材だった。言うまでもなく金融機関は，
信用創造を通じて市場取引の潤滑剤としての機能
を担う存在だが，市場の健全性を遵守するために
徹底したリスク・マネジメントを行うのが常であ
る。こうした行動規範は，どちらかと言えばリー
ダーというよりもむしろマネジャー気質で，企業
再生という所与の目的に向かって，社内の様々な
制度や規則などのインフラを整備する役割モデル
としてフィットする。事実，先述したように，島
田氏は公式・非公式にかかわらず，様々な規則や
制度を不祥事後矢継ぎ早に導入し，短期間で見事
に V字回復させている。こうしたマネジャータ
イプは時に感情的要素を排除して変革を断行し，
組織成員の抵抗意識を煽ってしまい，結果として
変革が頓挫する場合が少なくないが，彼は現場の
従業員達とのコミュニケーションを欠かさなかっ
た。こうした手腕は，彼自身が経営破綻した拓殖
銀行の社員だったことと無関係ではなかろう。
２．５．小括
これまで考察してきたように，石屋製菓の持続
的競争優位の源泉は，ブランド力を高めるマーケ
ティング戦略にあった。しかしながら，「白い恋
人」という金のなる木が売上高構成比率の多くを
占めている事実は，２００７年に起きた不祥事が致
命傷に至らなかったのが不幸中の幸いであり，一
歩間違えば倒産していたかもしれない。こうした
リスクヘッジのために，同社は「白いバウム」な
るバームクーヘンを基軸に，ロールケーキやショ
コラやパウンドケーキなど，第二の金のなる木に
なり得る製品開発を現在模索している。主力製品
のラインアップが増え，プロダクト・ポートフォ
リオを加味した経営が同社の喫緊の経営課題と言
えよう。
また，同社の持続的競争優位の源泉は，「白い
恋人」の生みの親，石水前社長によって想起され，
不祥事を機に修正されながらも石水氏からバトン
を受け取った島田氏によって組織のメンバーに深
く浸透されるようになった経営理念であろう。す
なわち，石屋製菓は，ビジョナリー・カンパニー
を体現している（Collins & Porras, 1994）。
最後に，随伴的結果として，不祥事が引き金に
なることで同族経営から脱却し，リーダーシッ
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プ・スタイルの異なる二人の経営者が組織を牽引
したことが，組織の量的かつ質的成長を遂げる結
果をもたらしたことを強調したい。この事実は，
持続的競争優位を保持するためには，リーダータ
イプとマネジャータイプのトップ・マネジメント
が両輪として存在しなければならないことを示唆
するものであろう（日置他, 1998; Kotter, 1996）。
マネジャータイプが企業インフラを整備した後，
さらにスパイラルに成長・発展を遂げるためには，
次代のトップに再びリーダータイプを据える必要
があろう。その布石として，不祥事勃発の際に創
業家一族を一掃するのではなく，前社長の石水氏
の子息を経営陣に残していることは，組織のライ
フサイクルにフィットした後継者育成にとって，
理にかなっているのである。
３ 企業の持続的発展能力の再整理
本研究プロジェクトにおける１２の企業へのヒ
アリングの結果，さまざまな困難を乗り越え，５０
年を超える持続的な成長を実現出来る企業には，
大きく分けて３つのポイントがあると考えられる。
つまり，経営理念／ビジョン，大胆な／旺盛な戦略
展開・転換，ケイパビリティ／ダイナミックケイ
パビリティとそれを磨く組織学習力の３つである。
３．１．経営理念ないしビジョン
ヒアリングしたすべての企業において，創業者
をはじめ歴代の経営者たちが理念を大事にし，ま
たそれぞれが志／ビジョンを持ち，その実践に
よって困難を乗り越えている。たとえば，株式会
社小松製作所（以下，コマツ）では，コマツの精
神を明文化されたコマツウェイが存在し，全社的
な共有そして実践への促しが行われている。また，
たとえば，「ダントツ」のようなキーワードが大
きな指針となって当時の同社の困難（創業以来の
赤字など）を乗り越える実践を生み出していた。
また，シャボン玉石けん株式会社（以下，シャボ
ン玉石けん）では，先代社長である森田光徳氏の
健康や自然へのこだわり／使命感（無添加石けん
へのこだわり）が危機を乗り越える原動力となり，
今では他社（とりわけ大手）の真似出来ないポジ
ショニングを構築するに至っている。さらに，上
述の石屋製菓株式会社では，経営理念（石屋イズ
ム）とその浸透がそれまでの成長とともに同社最
大の危機（２００７年）後の V字回復を支えた礎に
なっている。また，王子製紙株式会社など，地域
密着を大事にし，実践している企業も多い。
３．２．大胆な／旺盛な戦略展開・転換
ヒアリングした多くの企業において，さらなる
成長を図るあるいは危機を乗り越えるにあたって，
大胆な戦略展開・戦略転換（戦略の多展開や乗り
換え）を行っている。たとえば，ブラザー工業株
式会社（以下，ブラザー）では，家庭用ミシンの
製造・販売にはじまり，１９８０年代までにはプリ
ンターやワープロといった事務機器などへの多角
的な展開が図られ，その後，１９９０年代からは，多
角化した事業の絞り込み（小型複合機などプリン
ティング事業に軸足が変化）が行われながら，情
報通信事業へとあらたな展開もなされている。ま
た，カキトー株式会社では，空調事業を軸にしな
がら，土木・建設事業や PFIなどへと展開して
いる。これらの展開・転換は，とりまく環境の変
化に対する適応の結果でもあろうが，その多くは，
下述のケイパビリティ／ダイナミックケイパビリ
ティに支えられて実現している。また，シャボン
玉石けんのように，経営者の志に基づく事業への
こだわりが環境を切り拓いていくという場合もあ
るようだ。
３．３．ケイパビリティ／ダイナミックケイパビリ
ティとそれを磨く組織学習力
繰り返しになるが，先の戦略展開・転換を支え
るのがケイパビリティあるいはダイナミックケイ
パビリティである。ヒアリングを実施した多くの
企業がこの２つをしっかり持っているあるいは育
てている。株式会社ノリタケカンパニーリミテド
の場合，セラミックスの開発・製造技術がケイパ
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ビリティとなって，洋食器からさまざまな製品
（研削・研磨製品や厚膜電子材料など）へと展開
している。また，ブラザーは，上述のような展
開・転換を行う中で，既存製品の開発・生産で
培った技術を次なる新製品分野とつなげ，そこで
新たな技術を獲得し，それを用いてあらたな製品
分野を開拓していくというように，現在のケイパ
ビリティを将来のケイパビリティへと繋げて行く
力，すなわちダイナミックケイパビリティ（以下，
DC）を持っている。また，株式会社日本製鋼所
や金沢製粉株式会社，寿産業株式会社は，他社と
のコラボレーション（技術供与や共同での製品開
発，特許の共願など）を通じてあらたなケイパビ
リティや戦略の展開を生み出している。
さらに，このようなケイパビリティや DCを育
むには，組織の学習（力）が重要である。たとえ
ば，TOTO株式会社やコマツは弛まぬ品質改善
活動を実施し，ブラザーでは変化を是とする組織
文化の醸成がなされている。
４ むすびにかえて
以上が，本研究から得られた知見である。すな
わち，企業の持続的な成長にあって鍵となるのは，
経営理念，大胆／旺盛な戦略展開・転換，ケイパ
ビリティ／DCとそれを支える組織の学習の３つ
の存在の有無である。これらを老舗研究で用いら
れる「変わる部分と変わらない部分（不易流行）」
といった区分に重ねて観るならば，変わらない部
分（伝統として守る部分）が経営理念，変わる／
変える部分（革新する部分）が戦略転換やケイパ
ビリティ／DCといったようにも整理出来るだろ
うか（横澤，２０１２；帝国データバンク資料館・産
業調査部編，２００９）。いずれにしても，われわれ
の調査・議論の結果として，企業の持続的な成長
には以上の３つが鍵となるとひとまず結論づける
ことにしたい。
もちろん，本研究の結論は「ひとまず」のもの
であり，さまざまな超えるべき課題がある。たと
えば，それは，リサーチサイト（企業，人）の数
やその偏り，調査手法の持つ限界など，枚挙に暇
がない。ゆえに，さらに広範かつ厚みのあるヒア
リング，そして他の手法を用いた調査の実施など
が今後必要となってくるだろう。
さらに，今後の議論として重要なポイントのひ
とつに「いかにしたらこれら３つが可能となるの
か」の検討があるだろう。つまり，いかにしたら
理念を大事にし，それを実践できるのか，いかに
したらケイパビリティを育むことが出来，それを
支える学習する組織が可能となるのか，いかにし
たら大胆な戦略転換（ないしその決断）が可能と
なるのか，である。この知り得た３つの鍵が「い
かにしたら可能になるのか」という「実践（prac-
tice）」に関する議論が今後さらに必要となるだ
ろう。
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